
第５７号議案 

   令和２年度芦屋市一般会計補正予算（第６号） 

  令和２年度芦屋市の一般会計補正予算（第６号）は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ264,799千円を追加し，歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ58,383,403千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は，「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年 

度に繰り越して使用することができる経費は，「第２表繰越明許費」による。 

   令和２年８月３１日提出 

芦屋市長 伊 藤  舞    
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第 ２ 表 繰 

項

　　　　　合　　　　　　　　　　　計

款

１０教　　育　　費 ０１教 育 総 務 費

57-6



　ＧＩＧＡスクール構想関連事業費 144,705

 越 明 許 費 
（単位　千円）

事　　　　　　　　業　　　　　　　　名 金　　　　　　額

　　　　　合　　　　　　　　　　　計 144,705
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　        令和２年度芦屋市一般会計補正予算（第６号）の繰越明許費の内容 　　　　

現計予算額
(９月補正後)

　ＧＩＧＡスクール構想関連事業費 452,065 144,705 委託料

合　　　　計 452,065 144,705

        第５７号議案説明資料

（単位 千円）

事 　 　業 　 　名 繰越明許費 主な内容
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令和２年度一般会計補正予算（第６号）について

歳入歳出予算

現計予算額： 58,118,604千円

補 正 額： ＋ 264,799千円

補正後予算額： 58,383,403千円

（補正額の内訳）

① 学校の学習環境整備 ＋ 203,530千円 （＋188,630千円）

② 市民への生活支援 ＋ 36,000千円 （＋ 9,000千円）

③ 企業等への事業継続支援 ＋ 13,931千円 （＋ 13,931千円）

④ 感染拡大防止対策の強化 ＋ 2,516千円 （＋ 400千円）

⑤ 住民基本台帳システム等の改修 ＋ 8,822千円

補 正 額： ＋ 264,799千円 （＋211,961千円）

※ （ ）内は市負担額（内数）
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【別紙】…前頁①～⑤に係る歳出予算の補正内容
（単位：千円）

国・県 一般財源

教育費-教育総務費-教育指導研究費

ＧＩＧＡスクール構想関連事業

教育費-教育総務費-教育指導研究費

学校再開に伴う学習保障支援事業
（市立小・中学校）

教育費-小学校費-教育振興費

　同上

教育費-中学校費-教育振興費

　同上

民生費-社会福祉費-社会福祉事業費

住居確保給付金事業

商工費-商工費-商工振興費

休業要請事業者経営継続支援事業
（県・市協調分）

民生費-社会福祉費-障害者福祉費

感染拡大防止対策事業
（地域生活支援事業）

民生費-児童福祉費-児童福祉総務費

感染拡大防止対策事業
（児童発達支援事業）

総務費-戸籍住民基本台帳費-戸籍住民基本台帳費

住民基本台帳システム及び
戸籍システム改修に要する経費

合　計 ＋264,799 ＋52,838 ＋211,961

＋166,756

＋19,479

ＧＩＧＡスクール構想に基づく「1人1台端末」を早期に実現するため，
多数の端末が同時接続する環境下においても，ネットワークの安定稼働
を確保するためのシステム構築や，タブレット保管庫の購入，学校に
おけるＩＣＴ環境整備の初期対応を行うＧＩＧＡスクールサポーター
(4人)の配置を行うもの。

＋169,906

＋8,822

＋3,150

住居確保給付金について，国において求職活動要件の緩和や，支給額
の算定方法の見直しが図られたことにより，対象者の増加等が見込まれ
るため，必要となる事業費を確保するもの。

＋13,931

＋2,048 ＋1,536 ＋512

すくすく学級で実施している児童発達支援事業に対して，感染症拡大
防止のためのマスク，消毒液等の衛生用品や空気清浄機等の備品を配備
するもの。

＋468 ＋580 ▲ 112

＋27,000 ＋9,000

＋13,931

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

②

③

＋36,000

＋718

＋3,354 ＋1,677 ＋1,677

①

国外転出者による公的個人認証(電子証明書)や，マイナンバーカードを
活用したオンライン手続・本人確認を実現するための法改正が行われた
ことから，住民基本台帳システム及び戸籍システムの改修を行うもの。

＋8,822

地域生活支援事業（地域活動支援センター事業，日中一時支援事業，
意思疎通支援事業及び移動支援事業）を実施する事業者等に対し，
感染症拡大防止のためのマスク，消毒液等の衛生用品及び備品の購入
経費を助成するもの。

県・市が協調して実施する休業要請事業者経営継続支援事業について，
当初予定していた休業要請等の期間（令和2年4月15日～5月6日）が
令和2年5月31日まで延長されたことに伴い，市の負担分を増額する
もの。

⑤

④

ＩＣＴの活用により，全ての児童生徒の学習を保障し，学びの確実な
定着を図るため，「1人1台端末」の実現に必要となる授業支援ソフト，
デジタル教材(ＡＩドリル)及びセキュリティソフトのライセンス取得，
教師用タブレット端末の購入等を行うもの。
また，併せて，感染予防対策を実施しながらも，安全安心かつ効果的
な学習を保障するために必要となる教材や備品等の購入を行う。

＋28,835 ＋9,356

＋1,435 ＋717
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地方創生臨時交付金の配分上限額と同交付金の対象事業　※令和２年８月３１日時点

■ 地方創生臨時交付金の配分上限額 （単位：千円）

179,678

513,241
未定

692,919

■

市費

40,166

31,500

21,600

7,200

4,800

5,040

1,260

600

12,432

17,868

36,960

2,549

181,975

93,575

93,575

49,100

49,100

10,120

10,120

7,440

2,844

4,994

15,278

101,220

17,029

4,925

1,650

1,000

5,000

130,824

163,605

10,124

13,931

187,660

668,532

市費

351,262

155,661

506,923

1,175,455
※ 表左側の○数字は補正の号数

合 計（企業会計含む）

事　業

事　業

同交付金の対象事業（市単独事業）

下水道使用料の基本料金の免除

小 計

①

小 計

合 計（一般会計分）

乳幼児健康診査等WEB予約システム導入事業

予
備
費

個人事業主事業所賃料支援事業

小 計

地方創生臨時交付金（第１次配分）※ 市単独事業分

　　　　同　　　　（第２次配分）※ 市単独事業分

　　　　同　　　　（第３次配分）※ 補助事業分

合 計

②

③

④

⑤

タブレット端末整備事業

感染拡大防止対策事業（市庁舎等）

小 計

水道料金の基本料金の免除

　　　　　同　　　　　　（小中学校・就学援助費）

小 計

キャッシュレス決済ポイント事業

妊婦臨時特別給付金事業

集団健(検)診等WEB予約システム導入事業

GIGAスクール構想関連事業 ※ ネットワーク再構築等分

学校再開に伴う学習保障支援事業（市立小・中学校）

休業要請事業者経営継続支援事業（県・市協調分）※ 対象期間拡大分

小 計

休業要請事業者経営継続支援事業（県・市協調分）

　　　　　　　同　　　　　　　（市独自上乗せ分）

介護サービス事業者事業継続支援金

障がい福祉サービス事業所等事業継続支援事業（障がい者）

障がい福祉サービス事業所事業継続支援事業（障がい児）

⑥

濃厚接触者等に対する介護サービス提供継続支援事業

濃厚接触者等に対する障がいサービス提供継続支援事業

布マスク作製経費助成事業

PCR検査等拡充事業

　　　　　同　　　　　　（芦屋市奨学金）

感染拡大防止対策事業（救急隊員，福祉活動者，小学校，中学校）

新型コロナウイルス対策臨時見舞金事業

家庭でのオンライン学習等支援事業

小 計

GIGAスクール構想関連事業 ※ 端末整備分

小 計

休業要請事業者経営継続支援事業（県・市協調分）※ 対象範囲拡大分

家計急変世帯への支援事業（新型コロナウイルス対策臨時見舞金）



■ 同交付金の対象事業（補助事業） （単位：千円）

事　業 国・県費 市費

住居確保給付金事業 15,750 5,250

生活困窮者自立相談支援事業 1,875 625

小 計 17,625 5,875

学校再開に伴う感染拡大防止対策事業（市立小・中学校） 7,250 7,250

スクール・サポート・スタッフ配置事業（市立小・中学校） 6,677 665

学校再開に伴う学習保障支援事業（市立小・中学校） 1,000 1,000

小 計 14,927 8,915

GIGAスクール構想関連事業 ※ GIGAスクールサポーター配置分 3,150 3,151

学校再開に伴う学習保障支援事業（市立小・中学校） 11,750 11,750

住居確保給付金事業 27,000 9,000

感染拡大防止対策事業（地域生活支援事業） 1,536 512

小 計 43,436 24,413

75,988 39,203

事　業 国・県費 市費

特別定額給付金事業 9,670,600

芦屋市事業者支援緊急融資事業 500,000

予備費の増額 60,000

小 計 9,670,600 560,000

子育て世帯臨時特別給付金支給事業 99,614

感染拡大防止対策事業（市立幼稚園，産後ケア事業） 3,472

小 計 103,086 0

放課後児童クラブ事業（業務委託料） 12,508 13,327

行政改革推進に要する経費 525

予備費の増額 70,000

小 計 12,508 83,852

ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業 79,211

学習指導員配置事業（市立小・中学校） 17,388

家庭でのオンライン学習支援事業（市立小・中学校） 3,390

感染拡大防止対策事業（保育所等） 25,500

　　　　同　　　　　（放課後児童健全育成事業） 9,000

　　　　同　　　　　（市立幼稚園，一時預かり事業） 6,000

　　　　同　　　　　（母子保健事業） 1,000

小 計 141,489 0

感染拡大防止対策事業（児童発達支援事業） 580

住民基本台帳システム及び戸籍システム改修に要する経費 8,822

小 計 9,402 0

9,937,085 643,852
※ 表左側の○数字は補正の号数

（対象とならないもの）

・ 市の負担額がない補助事業

・ 貸付金の財源とするもの（＝芦屋市事業者支援緊急融資事業）

・ 具体の事業ではないもの（＝予備費の増額）

・ 国の令和2年度補正予算に計上された事業ではないもの

　（＝放課後児童クラブ事業（業務委託料））

・ 新型コロナウイルス感染症対策ではないもの

　（＝行政改革推進に要する経費，住民基本台帳システム等改修に要する経費）

（参考）　同交付金の対象とはならない事業

②

④

合 計

合 計

①

②

③

④

⑥

⑥



第５８号議案 

   令和２年度芦屋市都市再開発事業特別会計暫定補正予算（第３号） 

  令和２年度芦屋市の都市再開発事業特別会計暫定補正予算（第３号）は，次に定め

るところによる。 

（歳入歳出暫定予算の補正） 

第１条 歳入歳出暫定予算の総額に歳入歳出それぞれ33,514千円を追加し，歳入歳出

暫定予算の総額を歳入歳出それぞれ165,762千円とする。 

２ 歳入歳出暫定予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出暫定予算の金額は，「第１表歳入歳出暫定予算補正」による。 

   令和２年８月３１日提出 

芦屋市長 伊 藤  舞    
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